
一般会計予算・決算審査常任委員会　調査日程 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開議日時：令和８年５月１５日（金曜日） 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後１時３０分 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場　  所：取手市議会議事堂　大会議室 

 

 

１　令和７年度決算審査に向けた調査について 

 

 

２　その他



令和7年度決算審査の課題

No. 提案者・会派 内容

1 委員から 質疑時間の残り時間を会議室内に表示してほしい

2 委員から 執行部の答弁が長いケースがあったので明確に答弁してほしい。

3 創和会 近隣自治体議会でどのように審査が進められているかを調査したほうがよい。

4 創和会 会計関連等に関する専門機関の方の研修講義を受講したほうがよい。

5 公明党 重点事業一覧だと絞りすぎているので調査する部分を広げたほうがよい。

6 みらい
副委員長が総括質疑した内容について、それが反映されたのか、なぜ反映できないのか、現在どのような状況で、どのよ
うに対応しているのかの報告を求め、委員会で共有したほうがよい。

7 日本共産党 質疑時間が8分では短い。例えば10分とかにしてほしい。

8 無会派クラブ 質疑や答弁の内容が市民に分かりづらい。「軽微」と「分かりやすい」の違いを考える必要がある。



委員のグループ分け（一般会計予算・決算審査常任委員会） 

 

 

○１班 

　　鈴木委員長（１班リーダー） 

　　長塚委員 

　　本田委員 

　　佐野委員 

　　関川委員 

　　染谷委員 

 

 

○２班 

　　海東副委員長（２班リーダー） 

　　岡口委員 

　　落合委員 

　　入江委員 

　　加増委員



No. 部 課 事業名 調査の必要性 選択理由 提出した委員

1 選挙執行管理・啓発事業 ○
・啓発事業の成果や費用対効果、若年層へのアプローチの妥当性
・投票率の向上（投票所のバリアフリー　投票所・期日前投票所の増設　時間延長　）
・適正な選挙執行及び投票率向上に向けた取組状況の確認が必要であるため。

入江委員・関川委員・加増委員・本田委員・佐
野委員

2 平和推進事業

3 地域改善対策事業 ○ 地域課題の解消に向けた取組内容及び効果の確認が必要であるため。 佐野委員

4 電子決裁円滑化推進事業

5 地域防災力の強化事業 ○ 災害対応力向上に向けた取組内容及び実施効果の検証が必要であるため。 佐野委員

6 空家等の適正管理事業 ○

・増え続ける空き家対策は喫緊の課題
・空き家計画の具体化
・空き家対策の進捗状況及び管理体制の確認が必要であるため。
・空き家対策が昨年度より、どれくらい進んでいるのか
・空家等に該当する全体数、状況。
・委託している実態調査の状況や通知、助言、指導等の件数と指導後の改善件数などの実施実績。
・空家等台帳管理システム導入後の運用効果。

鈴木委員長・加増委員・本田委員・佐野委員・
岡口委員・海東副委員長

7 防犯カメラ設置事業 ○
・地域からの要望に対しての設置率を検証
・何台くらい導入され、いかされているのか
・他自治体との設置状況比較

入江委員・関川委員・岡口委員・染谷委員・落
合委員

8 防災ラジオ導入事業 ○
・周知徹底　導入促進
・何台くらい導入され、いかされているのか
・情報伝達体制の確認

加増委員・本田委員・岡口委員・染谷委員・落
合委員

9 防犯ステーション運営事業 ○

・常駐している防犯活動推進委員と防犯ボランティアの方々との活動内容の違いの検証
・駅前交番・藤代交番管内刑法犯認知件数など犯罪等の状況。
・パトロール活動等の実施内容と成果。
・警察機関等との連携。

入江委員・関川委員・海東副委員長

10 採用試験（人材の確保） ○
・人材不足は市民サービスの質低下に直結するため、採用施策の検証が必要
・職員増員確保

入江委員・関川委員・加増委員・本田委員

11 職員研修（人材の育成） ○ 職員の資質向上及び人材育成の取組状況確認が必要であるため。 佐野委員

12 労働安全・衛生管理(働き方改革と勤務環境の整備) ○

・人事異動に伴う引継ぎ期間の確保状況と、時間外勤務・土日出勤の発生実態を把握する必要がある。これらが
人件費（時間外手当等）や業務効率に与える影響について検証が必要。心身の不調や休職など職員の健康面へ
の影響も含め、総合的な実態把握が必要。
・職員の安全確保及び働き方改革の実施状況確認が必要であるため。

長塚委員・佐野委員

13 行政手続オンライン化推進事業 ○

・オンライン化が実際の利用拡大と業務効率化に繋がっているのか検証
・行政サービス向上及び事務効率化の成果確認が必要であるため。
・行政手続きオンライン化率の進捗
・オンライン市役所導入事業の主なシステムや費用等の内容

入江委員・関川委員・佐野委員・海東副委員長

14 スマートなデジタル窓口整備事業 ○
・市民の利用性向上に実際に繋がっているのか利用実態の検証
・市民利便性向上及び窓口業務改善の進捗確認が必要であるため。
・高齢者や障がい者の申請手続がどこまで軽減されるのか。事務効率による他への充実は。

入江委員・関川委員・佐野委員・染谷委員・落
合委員

15 AI・RPA活用推進事業 ○
・導入効果が定量的に示されているか検証
・業務効率化に係る導入効果及び費用対効果の検証が必要であるため。

入江委員・関川委員・佐野委員

16 市民へのデジタル支援事業 ○
・支援が必要な層に届いているのか検証
・効果

入江委員・関川委員・岡口委員

重点調査項目の取りまとめ一覧（令和７年度重点事業一覧＋それ以外の調査項目）
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17 市民活動支援と協働の推進事業 ○ 市民協働の推進状況及び支援施策の効果確認が必要であるため。 佐野委員

18 男女共同参画推進事業 ○ 男女共同参画社会実現に向けた取組状況確認が必要であるため。 佐野委員

19 市政協力員活動支援事業 ○ 地域連携体制の維持及び活動支援の実施状況確認が必要であるため。 佐野委員

20 人権啓発事業 ○ 人権意識向上に向けた啓発活動の実施状況確認が必要であるため。 佐野委員

21 個人番号（マイナンバー）カード申請・交付推進事業 ○
・マイナンバーカード保有数率の状況、実績
・サービスの利用、利便性等周知・普及促進の実施と成果
・住基ネットワークシステム機器更新の効果

海東副委員長

22 窓口サービスの向上

23 コンビニ諸証明書交付事業

24 取手支所運営事務

25 取手駅前窓口運営事務

26 戸頭窓口運営事務

27 適切な窓口サービスの提供と市民ニーズへの対応

28 庁舎の適正な維持管理

29 基幹統計調査（国勢調査）

30 学校跡地利活用推進事業

31 行政改革推進事業 ○

・人口減少の中でも財政が持続できるのか、歳入と歳出のバランスについて確認が必要。
・職員数や年齢構成の変化を踏まえ、適正な人員配置と働き方が確保されているか実態把握が必要。
・各改革（デジタル化、民間活用など）が、本当に業務の効率化やコスト削減につながっているか検証が必要。
・行政改革の具体的成果及び今後の課題確認が必要であるため。

長塚委員・佐野委員

32 交流人口・関係人口増加事業

33 市長・副市長の秘書事務

34 国際理解・多文化共生の促進 ○ 多文化共生施策の推進状況及び支援体制確認が必要であるため。 佐野委員

35 広報紙による情報発信事業 ○

・情報発信の周知するツール　配布エリアの把握
・新聞未購読や移動手段のない高齢者など、情報が届きにくい層への周知方法が十分か実態把握が必要。
・現行の「希望者のみ郵送」方式について、制度認知の有無や申請手続きのハードルを含め検証が必要。
・全戸配布や往復はがきによる希望確認など、より確実に情報を届ける手法の費用対効果について検証が必要。
・市政情報の発信状況及び市民への到達度確認が必要であるため。

加増委員・本田委員・長塚委員・佐野委員

36 動画による魅力発信事業

37 市民協働による魅力発信事業

38 庁内連携によるシティプロモーション推進事業

39 アートのあるまちづくり事業 ○ 文化施策の推進状況及び地域活性化への効果確認が必要であるため。 佐野委員

40 東京藝術大学との連携事業 ○

・大学連携による地域振興施策の成果確認が必要であるため。
・事業による効果
・ふれあいコンサートの来場者数と来場促進の広告等の実績
・藝大美術館取手収蔵棟完成による企画展の実施状況と成果

佐野委員・岡口委員・海東副委員長

41 市民会館・福祉会館次期指定管理者選定 ○ 指定管理者制度に基づく施設運営の適正性及び選定手続の透明性確認が必要であるため。 佐野委員

42 市民芸術活動支援事業
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43 ふるさと取手応援寄附金の募集・活用事業 ○

・財政における位置づけと持続性(税収減の中で貴重な財源であるため安定性)を検証
・自主財源確保策として実績及び活用状況の確認が必要であるため。
・進捗状況
・返礼品数、内容の拡充、広告の積極的な活用やガバメントクラウドファンディング事業への取組等の実績と寄附
金額、成果
・寄附者へのアンケート調査等の実施

入江委員・関川委員・佐野委員・岡口委員・海
東副委員長

44 枠配分方式による予算制度の更なる進展 ○
・費用対効果から事業内容の精査が図られているか
・効率的な予算編成手法として制度運用状況の確認が必要であるため。

鈴木委員長・佐野委員

45 未利用地の財産処分事業 ○ 進捗 岡口委員

46 ネーミングライツ事業 ○
・これまでの結果と成果、市民への影響等を調査検証
・進捗と必要性（社会教育施設　公民館・公園）
・実績と今後の拡大予定

入江委員・関川委員・加増委員・本田委員・岡
口委員

47 週休2日制促進工事導入の検討 ○ 建設業の労働環境改善に向けた取組状況確認が必要であるため。 佐野委員

48 公共建築工事の品質の確保

49 公共施設マネジメント推進事業 ○ 公共施設の老朽化対策及び将来財政負担軽減の観点から重要であるため。 佐野委員

50
固定資産税の公平・正確な課税の推進と各種調査等の実
施

51 個人市民税の申告受付対応と賦課事務

52 現年度課税分徴収対策の強化事業

53 過年度課税分徴収対策の強化事業

54 個別避難計画整備事業 ○
・災害時要支援者支援体制の整備状況確認が必要であるため。
・進捗状況

佐野委員・岡口委員

55 生活困窮者自立支援事業 ○

・生活困窮者支援の実施状況及び自立支援成果の確認が必要であるため。
・取手市は他市町村と比較して「審査が通りやすい」との声も一部で聞かれる。実態を正確に把握するため、他市
町村との審査基準や採択率、支援制度の内容について、どの程度の違いがあるのか調査が必要。
・進捗

佐野委員・長塚委員・岡口委員

56 高齢者等見守り事業 ○
・高齢者の孤立防止及び見守り体制の実施状況確認が必要であるため。
・民生委員の成り手不足解消の手立てはあるのか

佐野委員・岡口委員

57 日常生活圏域ニーズ調査・在宅介護実態調査

58 地域包括支援センター運営事業 ○
・高齢化社会において利用する方が増えているが、ケアマネジャー不足は？
・各事業所の取組と効果

鈴木委員長・岡口委員

59 介護保険制度の円滑な運営 ○ 介護サービス提供体制及び制度運営状況確認が必要であるため。 佐野委員

60 高齢者等移動支援事業 ○

・高齢者等の移動手段確保に係る実績及び課題確認が必要であるため。
・利用者ニーズの把握　充足状況
・ボランティア不足など課題等
・支援団体からの意見・要望等への協力、対応

佐野委員・加増委員・本田委員・海東副委員長

61 緊急通報システム事業

62 成年後見制度利用促進事業 ○ 支援体制の確認・後見人の育成状況 染谷委員・落合委員

63 高齢者クラブ活動支援事業

64 障害者理解の活動強化 ○ 障害者理解促進に向けた啓発活動の実施状況確認が必要であるため。 佐野委員

65 障害者等の地域生活支援体制の強化 ○ 地域生活支援体制整備の進捗確認が必要であるため。 佐野委員

66 健康づくり推進事業

67 妊産婦・子育て女性の健康づくり事業

68 自治会・集会所単位での健康づくり支援事業 ○ 進捗状況と効果 岡口委員

69 特定健康診査事業 ○ 健康診査の受診率及び疾病予防効果の確認が必要であるため。 佐野委員

70 高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施事業 ○
・健康寿命延伸に向けた取組状況及び効果確認が必要であるため。
・進捗

佐野委員・岡口委員

71 ぬくもり医療支援事業

72 国民健康保険事務事業 ○ 基金活用 加増委員・本田委員

73 働き盛り世代のがん対策事業

74 親子の絆づくりプログラム事業

75 生活習慣病重症化予防事業

76 成人健康教育事業
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77 ファミリーサポートセンター運営事業 ○
・利用会員と協力会員のバランスと協力会員を増やすための対策を検証
・現状把握　不足に対する対策

入江委員・関川委員・加増委員・本田委員

78 少子化対策の推進 ○
・少子化対策施策の実施状況及び効果確認が必要であるため。
・効果

佐野委員・岡口委員

79 こども・若者の意見表明の機会創出 ○ 若者参加施策の実施状況及び政策反映状況の確認が必要であるため。 佐野委員

80 こどもまんなか応援サポーター制度の推進 ○ 意見を吸い上げる仕組みが具体的な政策にどう反映されるのか 染谷委員・落合委員

81 利用者支援事業 保育コンシェルジュ

82 子育て支援センター事業

83 保育士等確保方策 ○

・保育人材確保状況及び待機児童対策への影響確認が必要であるため。
・効果検証
・効果
・支援策は十分か
・各園での保育士等不足の状況
・保育士等確保に向けた具体的方策と成果

佐野委員・加増委員・本田委員・岡口委員・染
谷委員・落合委員・海東副委員長

84 こどもと家庭の相談に関する事業（家庭児童相談事業） ○ 家庭相談及び児童虐待予防等の支援体制の実施状況確認が必要であるため。 佐野委員

85 妊婦等包括相談支援事業（出産・子育て応援相談事業） ○ 妊娠期から出産・子育て期までの切れ目ない支援体制及び相談事業の実施状況確認が必要であるため。 佐野委員

86 創業支援事業 ○ 新規事業創出支援の実績及び地域経済への効果確認が必要であるため。 佐野委員

87 企業誘致事業 ○
・地域経済活性化及び雇用創出への成果確認が必要であるため。
・進捗

佐野委員・岡口委員

88 空き店舗活用事業 ○
・商業活性化施策として事業効果の確認が必要であるため。
・現状把握、地域活性化への効果
・効果と改善点

佐野委員・加増委員・本田委員・岡口委員

89 買い物弱者支援事業 ○ 日常生活支援策として利用実績及び課題確認が必要であるため。 佐野委員

90 農業公社改革事業 ○
・主な収益事業及び農業機械の更新状況について
・改革内容及び農業振興への効果確認が必要であるため。

鈴木委員長・佐野委員

91 担い手支援事業 ○

・農業担い手確保策として成果確認が必要であるため。
・現状と実態、対策
・進捗
・新規就農者の確保に向けた取組、実施状況
・認定農業者、新規就農者への支援等の実績と成果

佐野委員・加増委員・本田委員・岡口委員・海
東副委員長

92 農業構造改革推進事業 ○
・持続可能な地域農業構築に向けた進捗確認が必要であるため。
・耕作放棄地の現状と対策

佐野委員・加増委員・本田委員

93 地産地消推進事業 ○
・地域農産物の活用促進及び流通状況確認が必要であるため。
・参加生産者の拡充、直売所や給食への拡大
・効果

佐野委員・加増委員・本田委員・岡口委員

94 市民農園及び体験型農園事業

95 4R行動推進事業 ○ 資源循環施策の推進状況及び市民参加の実態確認が必要であるため。 佐野委員

96 脱炭素社会推進事業 ○
・脱炭素施策の進捗状況及び実効性確認が必要であるため。
・状況と拡充強化

佐野委員・加増委員・本田委員

97 効率的なエネルギー利用促進事業 ○ 進捗 岡口委員

98 環境教育事業 ○ 環境意識向上に向けた教育活動の実施状況確認が必要であるため。 佐野委員
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99 道路維持補修事業 ○
・予算の中で市民要望はどれほど反映されているのか検証
・内訳詳細

入江委員・関川委員・岡口委員

100 道路等管理事業 ○ 予算の中で市民要望はどれほど反映されているのか検証 入江委員・関川委員

101 地籍調査事業

102 市営住宅管理運営事業 ○

・住宅供給及び維持管理状況の確認が必要であるため。
・低廉な家賃住宅の保障　（民間借上も含む）
・住宅の維持管理、修繕などの課題等
・市営住宅の在り方における事例等調査研究の実績
・入居募集の実績、取組

佐野委員・加増委員・本田委員・海東副委員長

103 道路改良・整備事業【ふれあい道路（市道0106号線）】 ○ 進捗状況 岡口委員

104 道路改良・整備事業【桑原（市道4042号線）】

105
道路改良・整備事業【3・5・23号北敷・沼附線に要する
経費】

106
道路改良・整備事業【井野団地外周道路（市道0115号線
他）】

107 雨水排水対策事業（下高井水砂雨水排水整備事業） ○ 浸水被害軽減に向けた整備進捗確認が必要であるため。 佐野委員

108 雨水排水対策事業（排水機場・双葉ポンプ場改修事業） ○
・排水機能確保及び防災力向上の観点から重要であるため。
・藤代地区の浸水被害対策の優先順位とスケジュール確認

佐野委員・染谷委員・落合委員

109 雨水排水対策事業（藤代地区雨水排水事業） ○ 地域浸水対策として進捗及び効果確認が必要であるため。 佐野委員

110 雨水排水対策事業（排水路維持管理事業） ○
・排水機能維持及び浸水対策の実施状況確認が必要であるため。
・効果検証と事業促進

佐野委員・加増委員・本田委員

111
市民との協働による公園整備事業(都市公園施設長寿命化
対策事業)

112 公園維持管理事業（遊具及び樹木の点検）

113 緑化推進事業 ○ 効果 岡口委員

114 小堀の渡し運航事業 ○ 平日の利用状況 岡口委員

115 桑原地区活力創造拠点整備推進事業 ○
・地域活性化拠点整備として事業進捗確認が必要であるため。
・補助金利用内容の検証
・進捗状況、情報の公開

佐野委員・入江委員・関川委員・加増委員・本
田委員

116 地域公共交通ネットワーク維持・整備事業 ○

・移動手段確保及び交通施策の持続性確認が必要であるため。
・1日当たりのコミュニティバス利用者数の実績と評価
・新たな移動手段の内容検討について交通事業者との協議内容
・他自治体や専門機関等への視察や調査研究などの取組

佐野委員・海東副委員長

117 都市計画道路再検討調査事業 ○
・道路整備方針の見直し状況及び今後の整備計画確認が必要であるため。
・今後の計画整理と実行を検証

佐野委員・入江委員・関川委員

118 立地適正化計画改定事業 ○ 将来の都市形成方針として改定内容確認が必要であるため。 佐野委員

119 定住化促進住宅補助事業

120 木造住宅の耐震化に関する事業

121 開発許可等審査指導業務

122 建築確認申請関連業務

123
取手駅西口A街区第一種市街地再開発事業（A街区再開発
支援事業）

○
・中心市街地活性化施策として進捗確認が必要であるため。
・物価高騰による影響

佐野委員・染谷委員・落合委員

124
取手駅西口A街区第一種市街地再開発事業（公共施設整備
事業）

○ 財政負担及び公共施設需要の観点から確認が必要であるため。 佐野委員

125 換地処分業務

126 道路施設管理移管事業

127 取手駅北土地区画整理事業
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128
白山小学校長寿命化改良事業
（学校施設大規模改修（長寿命化改良）事業）

○
・学校施設の長寿命化及び整備状況の確認が必要であるため。
・内訳詳細

佐野委員・岡口委員

129 小中学校体育館・中学校武道場空調設備設置事業 ○ 教育環境改善及び避難所機能向上の観点から重要であるため。 佐野委員

130 教育委員会運営・点検評価事業

131 小中学校施設管理・整備事業

132 児童生徒の安全対策事業 ○ 効果 岡口委員

133 学校のICT環境整備 ○ 効果と問題点の検証 加増委員・本田委員

134 小学校遊具更新事業

135 学校給食管理事業 ○ 給食提供体制及び安全管理の実施状況確認が必要であるため。 佐野委員

136 児童生徒・教職員健康管理事業 ○ 健康管理体制の実施状況及び課題確認が必要であるため。 佐野委員

137 いじめ防止対策推進事業（いじめ・不登校対策） ○

・いじめ防止及び不登校対策の実施状況確認が必要であるため。
・いじめ問題件数と対策成果
・校内フリースクール設置状況・オンライン学習支援の状況
・いじめの実態把握と対応策、取組
・子どもと親の相談員の配置と職務遂行の状況

佐野委員・入江委員・関川委員・染谷委員・落
合委員・海東副委員長

138 人権教育事業 ○ 人権教育の実施状況及び教育効果確認が必要であるため。 佐野委員

139 学力向上推進事業 ○ ALTとの役割分担や学習効果の効果検証体制の確認 染谷委員・落合委員

140
特色ある新しい学校教育推進事業
総：特色ある新しい学校教育推進事業（小規模特認校）

○
・教育内容の特色化及び取組成果の確認が必要であるため。
・効果、変容

佐野委員・岡口委員

141 コミュニティ・スクール事業 ○ 学校運営協議会制度の運用状況及び地域連携の実施状況確認が必要であるため。 佐野委員

142 市民大学事業 ○
・プログラムの詳細、利用者の満足度調査をしているのか
・人数、効果

入江委員・関川委員・岡口委員

143 文化財・郷土資料の保存・継承と活用 ○ どのように活用されているか 岡口委員

144 公民館活動推進事業 ○ 地域学習活動の実施状況及び利用状況確認が必要であるため。 佐野委員

145
子
ど
も

青
少
年

課放課後子どもクラブ運営事業 ○
・児童の居場所確保及び運営状況確認が必要であるため。
・体験的な活動の内容や子どもの参加状況

佐野委員・岡口委員

146 中学校部活動地域移行事業 ○

・制度移行に伴う受入体制及び課題確認が必要であるため。
・外部指導員の配置状況と確保に向けた取り組みを検証
・実態と検証
・進捗状況

佐野委員・入江委員・関川委員・加増委員・本
田委員・岡口委員

147 スポーツ振興事業

148 スポーツ施設管理・整備事業 ○
・施設利用状況及び維持管理体制の確認が必要であるため。
・旧戸頭西小体育館を使用している団体があるが、空調設備が全くない
・利便性の向上

佐野委員・岡口委員・染谷委員・落合委員

149 読書活動推進事業（子どもの読書活動） ○ 効果 岡口委員

150 読書活動推進事業（図書資料・読書環境整備）
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151 消防隊員・救急隊員の育成事業 ○
・人材育成体制及び災害対応力強化の取組状況確認が必要であるため。
・人員確保と人員状況

佐野委員・加増委員・本田委員

152 消防団運営事業 ○ 消防団活動体制及び地域防災力への寄与確認が必要であるため。 佐野委員

153 消防施設・設備等維持管理事業

154 住宅防火推進事業

155 防火対象物及び危険物施設への防火指導事業

156 消防隊員・救急隊員の育成事業（救急救命士養成）

157 消防車両整備事業

158 消防水利整備事業

159 消防隊員・救急隊員の育成事業

160 応急手当普及啓発事業

161 消防水利整備事業

162 消防隊員・救急隊員の育成事業

163 応急手当普及啓発事業

164 消防水利整備事業

165 消防隊員・救急隊員の育成事業

166 応急手当普及啓発事業

167 消防水利整備事業

168 消防隊員・救急隊員の育成事業

169 応急手当普及啓発事業

170 消防水利整備事業

171 円滑かつ効率的な議会活動の支援

172 市民にわかりやすい議会情報の発信

173
市民の議会及び市政に対する関心・理解・参加を促す取
組

○ 一般質問等YouTube動画にコマーシャルが入り、すぐに見られない 岡口委員

174 新しい議会のビジョン・形づくりの支援

175 財務会計システム電子決裁導入事業

176 支出伝票作成事務の適正化

177 公金取扱いの管理徹底 ○ 公金管理の適正性及び内部統制の実施状況確認が必要であるため。 佐野委員

178 物品出納記録の徹底 ○ 資産管理の適正性及び運用状況確認が必要であるため。 佐野委員

179 定期監査

180 決算審査

181 財政援助団体等に関する監査 ○ 補助金等の適正執行及び監査結果の確認が必要であるため。 佐野委員

182 農地の権利移動及び転用許認可事務事業 ○ 農地の権利移動及び転用許認可の適正な運用状況確認が必要であるため。 佐野委員

183 遊休農地の利用状況確認及び利用意向調査事業 ○
・遊休農地の実態把握及び活用方策の確認が必要であるため。
・利用意向の動向

佐野委員・岡口委員

184 農業経営基盤強化促進事業 ○ 農業経営基盤強化に向けた取組状況確認が必要であるため。 佐野委員

総
務
課

予
防
課

警
防
課

取
手
消
防
署

戸
頭
消
防
署

吉
田
消
防
署

椚
木
消
防
署

議
会
事
務
局

会
計
課

監
査
委
員

事
務
局

農
業
委
員
会

事
務
局

消
防
本
部

7



重点事業以外の調査項目

185
総
務
部

安
全
安
心
対
策

課自転車駐車場の維持管理に要する経費 ○ 毎年約3,000万円の赤字になっているが、対策をどのようにしているのか 加増委員・本田委員

186

こ
ど
も
部

健
康
づ
く
り
推
進
課

ウェルネスプラザ管理運営に要する経費 ○ 指定管理者制度の検証 加増委員・本田委員

187

教
育
委
員
会

ス
ポ
ー
ツ
振
興

課グリーンスポーツセンター管理運営に要する経費 ○ 指定管理者制度の検証 加増委員・本田委員

188 農業振興に要する経費　有害鳥獣駆除委託料 ○ イノシシなどの有害鳥獣駆除と被害実態状況と課題 加増委員・本田委員

189 水田農業構造改革 ○
・米価動向を踏まえ、現在の補助内容が農業者の実態ニーズに合っているか確認が必要
・補助の効果や利用状況について、具体的な実績をもとに検証する必要がある
・他市町村との支援内容の違いを比較し、妥当性を整理する必要がある

長塚委員
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一般会計予算・決算審査常任委員会 

令和７年度決算審査スケジュール 

 

 日付 内容 備考

 

令和８年 
４月１３日

○委員会開催 
・決算審査に向けた課題の協議 
・決算審査に向けた調査の実施

 
→４月３０日まで

に各委員は事務局

に報告

 

５月１５日

○委員会開催 
・決算審査に向けた課題の協議 
・調査項目の決定 
・班割りの決定

 

～７月上旬 ・班ごとに、重点調査項目について調査を実施

 
７月中旬～ 

７月下旬

○執行部へのヒアリング 
・事務局で日程調整

 
・班ごとに調査結果をまとめる。

 

８月上旬

○委員会開催（予定） 
・各班からの調査結果の報告 
・結果を基に委員間討議

 

９月中旬
○委員会開催（定例会会期中の３日間） 
・決算審査


